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④ 市民投稿システム→『みんなで！山陰』 

○市民(圏域内外)の相互交流を促しながら、圏域全体の活性化を図るとともに観光資源を

発掘することを目的として、自由に投稿できる参加型の情報投稿サイトを構築した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規作成 

各エリアの関係者 

（情報提供者） 

・行政担当課・職員 

・観光協会 

・観光案内所 

・宿泊施設関係者 

など 

専門スタッフ 

企画、構成、取材・編集を担当 

一般市民 
圏域住民 

県外在住者 

旅行者 など 

スタッフや関係者によ

り情報収集・発信 

一般市民を巻き込む形で、

様々な情報が集まってく

るしくみを新規に構築 

連携・補完 

■ 現状：山陰観光 旅のポータル 

■ みんなで！山陰 
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１）事業の経過 

時期・月日 事業経緯・出来事 

10月～ ⅰ．事業概要の検討 

11月～ 

ⅱ．事業内容の検討 

 (11月27日) 第１回IT関係者会議 

 (12月8日) 第２回IT関係者会議 

12月22日 
ⅲ．システム構築着手   

 第３回IT関係者会議 

１月29日～ ⅳ．チラシ配布・宣伝 

２月３日～ ⅴ．市民投稿システム「みんなで！山陰」運用開始 

２月28日～ 

ⅵ．利用者数の評価と投稿内容の分析及び広告収入の可能性の検討 

ⅶ．協賛の可能性がある企業等への営業活動 

ⅷ．広告収入の可能性の検討 

ⅸ．関係者への意見、成果、課題等の聴取 

 

２）事業の実施結果 

ⅰ．事業概要の検討 

・「旅のポータル」について、一般市民からの口コミ情報の投稿システム･コーナーの追加

の可能性について検討した。 

・「旅のポータル」では、洗練されたデザイン・記事の掲載を最重要視しているとともに、

情報の精度や信憑性も大切にしたいとの考えがあることから、現サイト内に口コミ情報

コーナーの設置が困難と判断した。 

・アドバイザーより、「中間支援組織が運営すべきポータルサイトには多様な主体間の連携

を強化する機能が最も重要であり、労力負担も抑えるべき」と意見をいただくとともに、

口コミ情報サイトの検討にあたり、中間的な支援にも理解のある事業者を紹介していた

だいた。 

ⅱ．事業内容の検討 

・事務局スタッフを中心にIT関係者会議を開催し、事業の詳細について検討した。 

■ 議論により抽出されたアイデア 

・圏域内市民が、気軽に参加でき、参加して楽しさを理解してもらえるシステムが重要 

・圏域外市民が旅行の感想を投稿することで、圏域外から地域資源を掘り起こして啓発す

るしくみも重要（むしろ圏域外市民が地域づくりを引っ張っていくイメージで、投稿量

も圏域外市民からが７割程度を目指すべき） 

・携帯電話からの投稿・閲覧を可能とし、リアルタイム性を重視すべき（人と人との「縁

結び」の可能性もあってもよい） 

・投稿ジャンルについては、観光資源につながるものであれば幅広くすべき（お店の情報、

美しい景色、今こんな活動をしています、など） 

・システムもさることながら、宣伝や使用方法の説明も重要 

・参加者が多くなれば、バナー広告による収益確保が可能。または登録メールアドレスに

企業広告を発信することも考えられる 

・タウンサイト運営者が作成する情報等、自動でポータルサイトの情報も更新されるシス

テムを組み込むことも考えられる 
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・メンバーで議論した結果、事業の具体的イメージや地域振興における効果が具体化でき、

共有できた。 

ⅲ．システム構築着手 

・システムの内容とともに、構築の委託先を決定し、システム構築に着手した。 

■ システムの内容 

・パソコンや携帯電話から、体験したことを写真付きで自由に投稿できる 

・投稿記事には返事ができる 

・携帯電話から投稿した際には、投稿記事に返事がされた場合に連絡メールが届く 

・投稿時には、位置情報を添付でき、地図にプロットされる 

・自分の作成したブログを登録できる 

・キーワード検索を可能とし、ランキングも表示する 

ⅳ．チラシ配布・宣伝 

・専用のチラシを5,000枚作成した。また、後述のインターネット相談事業とあわせたチラ

シについては、約2,000枚作成した。これをもって以下の方法で宣伝を行った 

■ チラシ配布・宣伝先 

・圏域内全NPOへ郵送配布 

・理事会メンバーを通し、圏域内全自治体に対して、窓口設置や自治体ホームページへの

掲載、全公民・館や各種公共公益施設へ設置を依頼 

・事務局スタッフ等で各種公共公益施設へ設置を依頼（出雲･米子の両空港、観光案内所、

しまねNPO活動支援センター、松江テルサ等の公共公益施設等） 

・事務局スタッフ等による口コミ・情報掲示板・バナーリンクによる宣伝 

・圏域内の観光振興等に関するメーリングリストへの投稿 

・周知･宣伝活動を行った際に、市民等から、本サイトを運営する仮想中間支援組織に対す

る疑問や、特定の組織が関わっているのであれば宣伝･参加しないとの意見があった。こ

れらのことから、中間支援組織には、信頼性と中立性が求められることが実感された。 

ⅴ．市民投稿システム「みんなで！山陰」運用開始 

■ 投稿件数のまとめ（２月３日～３月11日の37日間） 

・約1.1万件の閲覧があった。 

・172件の投稿記事があり、このうちレス(応答)あったものが97件、地図情報があったもの

が41件であった。 

・ジャンル別にみると、食べ物がおいしい（店舗･商品等紹介）：48件、賑やかな祭り・イ

ベント（祭り・イベント紹介）：23件、豊かな歴史･文化･伝統（歴史・文化紹介）：17件

の順に多い。 

・ブログは34の記事が登録された。 
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■ 投稿記事に対するやり取りの例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 活動・撮影場所を地図で表示した例 
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ⅵ．利用者数の評価と投稿内容の分析 

・サイトの開設から25日間でトップページへのアクセス数が7,898件に達し、既存の観光系

ポータルサイトに匹敵する件数であることから、立ち上げ当初のサイトとしては、相対

的に利用者は多いと評価した。 

■ 他の観光系ポータルサイトのトップページアクセス数（1/24～2/7、２週間計） 

山陰旅のポータル （5,019 件）※  （8,963 件）※ 

山陰観光連盟 1,175 件 25 日換算 2,099 件 

さんいん旅ネット 3,134 件 ⇒ 5,597 件 
※ 山陰旅のポータルについては、再読み込みした場合にはカウントに含めていない。 

各ホームページアクセスカウンターより中海･宍道湖･大山圏域仮想中間支援組織調べ 

・投稿記事について、内容からジャンルを整理し、「圏域イメージ」や活発な意見交換を促

す工夫に関する考察を行った結果、市民の応答･交流を促すためには「食べ物」や「祭り･

イベント」といったテーマの情報について収集し発信することが有効であることを導き

出した。 

■ 投稿内容の分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅶ．協賛の可能性がある企業等への営業活動 

・協賛の可能性がある企業や各種活動団体に対して、サイトのデザインや内容、投稿記事・

応答の事例を持参し、情報提供と連携の検討について働きかけを行ったところ、資金的

な協力(広告等)やサイトの活用に対する要望があった。 

・また、他のポータルサイト運営者に対して連携の可能性を提案したところ、検討してみ

たいとの意見をもらえた。 

市民投稿サイト「みんなで！山陰」へのテーマ別投稿情報件数（2/3～3/11、37 日間）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               中海･宍道湖･大山圏域仮想中間支援組織調べ 

 → 市民の関心は「食べ物」「祭り・イベント」「歴史・伝統・文化」「自然」の順に

高い。特に「食べ物」「祭り・イベント」「自然景観」情報については応答件数が

多いことから、地域内交流･観光の促進に向けては、このような情報を適切に配信

することが有効。 

0 20 40 60 80 100

山などの恵まれた自然景観

水（海･川･湖）の恵まれた自然

神話・古代

ロハス・スローライフ

神秘的・ミステリアス

縁結び

豊かな歴史・伝統・文化

食べ物が美味しい

賑やかな祭り・イベント

温泉

(件)

投稿写真
・記事数

レス（応答）
件数
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ⅷ．広告収入の可能性の検討 

・本圏域において各種情報を提供するサイトの広告料金について、事例調査を行ったとこ

ろ、8,400円～31,500円／月であった。 

・カウント方法が複数あるサイトアクセス数と広告料金に明確な相関は確認されなかった

ものの、桁違いにアクセス数が多く、料金も高い山陰中央新報のサイトを除いて広告収

入の可能性を検討した。 

・市民投稿サイト『みんなで!山陰』のバナー広告料金を、平均的な料金である10,000円／

月と設定し、仮に10件の有料バナー掲載があった場合には、年間120万円の収入が期待で

きることがわかった。 

■ 各種サイトの広告料金 

サイト運営者 広告料金 バナーサイズ等 （参考）アクセス数 

松江市役所 15,000 円/月  W120×H60 ピクセル 

５つの広告あり 

トップページアクセス数 

約 5.6 万件／月 

中海テレビ 8,400 円/月 W120×H60 ピクセル 

１つの広告あり 

トップページアクセス数 

約 6万件／月 

山陰ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

ﾅﾋﾞｹﾞｰﾀｰ 

31,500 円/3 ヶ月 

（＝10,500 円/月）

W200×H50 ピクセル 

７つの広告あり 

平均ページビュー※ 

約 1,500～4,000/日 

（4.5 万～12 万件／月） 

日本海新聞 10,500 円/月 W120×H60 ピクセル 

（より大きいサイズあり）

10 以上の広告あり 

ページビュー※ 

約 12.6 万件／月 

山陰中央新報 31,500 円/月 W130×H50 ピクセル 

（より大きいサイズあり）

10 以上の広告あり 

ページビュー※ 

約 450 万件／月 

※ トップページのみならずサイト内の全てのページの閲覧総数をいう。 

各ホームページ等より中海･宍道湖･大山圏域仮想中間支援組織調べ 

 

ⅸ．関係者への意見、成果、課題等の聴取 

・携帯電話からの投稿やお店の情報なども投稿可能とし、応答があったことを通知してく

れる機能など、気軽に利用･参加できるシステムを構築したことから、多くの市民に参加

してもらえたのではないか、との意見があった。 

・各種活動団体の中には、携帯電話で投稿できることや地図で位置を確認できる機能など

に興味をもっていただき、次年度以降に本サイトのシステムを改良しながら活用を望む

意欲的な団体も現れている。 

・市民からはどのような情報でも投稿できるが、体系化されていないことから閲覧しづら

い上、地域振興にどの程度つながるかが未知数である、との声が聞かれた。 

 

３）パイロット事業の成果 

ⅰ．地元の取組みにより深く関連する成果 

・市民が体験したことを自由に投稿でき、共有できる場がインターネット上に設置できた。 

・観光･交流を促す生活レベルの各種情報を収集できた。 
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・市民・各種活動団体が活動内容や体験の紹介・共有を行った。 

・広告収入の可能性が見込めることから、システム運営及び中間支援組織の継続運営の可

能性が見出せた。 

・安全安心マップや市民活動促進など、様々なテーマでの本システム活用の可能性も考え

られる。 

ⅱ．中間支援組織のあり方に関連する成果 

・中間支援組織は、多様な主体が自ら発信する情報を活発に交換できる場を提供し、これ

を管理する役割を担うことが重要である。 

・中間支援組織が自ら情報を収集・発信する機能としてポータルサイトを保有することも

考えられるが、情報収集には多大な労力と経費が必要となるため、市民投稿システムの

ように多様な主体が個々に情報の収集・発信を行い、それを共有できるシステムを構

築・運営することが情報基盤の充実につながる。 

・中間支援組織の継続運営のための収益確保が期待できる。 

 

４）今後の課題・期待される取組み 

ⅰ．活用・宣伝方法 

・小学校の教材としての利用（小学生が地域について学習する際の一つの教材として活用） 

・投稿･応答件数や閲覧数といったデータ、具体的な投稿･意見交換の状況などの運用実績

のデータに基づき、企業への広告・協賛依頼を実施する 

・本圏域隣接地域まで活動を広める（島根県の地域ＩＴリーダー養成講座対象地区など） 

ⅱ．参加意欲の維持・向上に向けたしくみづくり 

・特派員への昇格システム、企業の協賛によるアワード(表彰)など 

ⅲ．機能の拡張 

・デザインを変える・改良する 

 季節に応じたデザイン・レイアウトの変更など、飽きのこない改良が必要 

・地域振興に向けた市民活動の充実･交流を促すしくみ 

 単なる投稿サイトではなく、地域振興の誘導に資する情報収集･発信や交流を

促すよう、システムの改良が求められる。また、集めた情報を整理・分析し、

情報基盤として活用も求められる。 

・機能拡張を行う 

 店舗やタウン系サイトが本サイトに投稿する際、量が膨大となることから、労

力の削減に向けて、自サイトにアップロードすれば自動的に本サイトも更新さ 

れるシステムを構築することが考えられる。 

・収益事業として展開していく 

 利用者を増やしながら、民間企業等からのバナー広告により収入を確保するこ

とが考えられる。さらに、メールアドレスをリスト化してメーリングリストに

企業広告を掲載した情報発信等、様々な収益確保方法が考えられる。 

 




